
                    法人県民税・法人事業税等の税率について       （R5.4 鳥取県） 

 

■均等割の税率                                                      

法人の区分 
税  率 

平成20年4月1日から令和10年3月31日までに開始する事業年度 

資本金等の額が 50 億円を超える法人 ８４０，０００ 

資本金等の額が 10 億円を超え 50 億円以下の法人 ５６７，０００ 

資本金等の額が 1 億円を超え 10 億円以下の法人 １３６，５００ 

資本金等の額が 1,000 万円を超え 1 億円以下の法人 ５２，５００ 

資本金等の額が 1,000 万円以下の法人、公益法人等 ２１，０００ 

■法人税割の税率 

法人の区分 

税  率 

平成 26 年 10 月 1 日から令和元年 9 月 30

日までに開始する事業年度 

令和元年 10 月 1 日から令和８年３月 31

日までに開始する事業年度 

次のいずれかに該当する法人 

・資本金の額または出資金の額が１億円を超える法人 

・課税標準となる法人税額が年 1,000 万円を超える法人 

・保険業法に規定する相互会社 

４．０％ １．８％ 

上記以外の法人 ３．２％ １．０％ 

   
      

事業の区分 法人等の区分 所得等の区分 

税  率 

平成28年４月１日

から令和元年９月

30日までに開始す

る事業年度 

令和元年10月１

日から令和２年３

月31日までに開

始する事業年度 

令和２年４月１日

から令和４年３月

31日までに開始す

る事業年度 

令和４年４月１

日以後に開始す

る事業年度 

１ 
２、３、４以

外の事業 

外形標準課税法人 

普通法人 

(資本金１億円超) 

所得のうち年400万円以下の金額 ０．３％ ０．４％ 

１．０％ 

所得のうち年400万円を超え800万

円以下の金額 
０．５％ ０．７％ 

所得のうち年800万円を超える金額 ０．７％ １．０％ 

３以上の都道府県に事務所・事業所

がある法人の所得 
０．７％ １．０％ 

付加価値額 １．２％ 

資本金等の額 ０．５％ 

普通法人 

(資本金１億円以下) 

 

一般の法人、一般

社団・一般財団法

人など 

所得のうち年400万円以下の金額 ３．４％ ３．５％ 

所得のうち年400万円を超え800万

円以下の金額 
５．１％ ５．３％ 

所得のうち年800万円を超える金額 ６．７％ ７．０％ 

資本金の額又は出資金の額が1,000

万円以上で３以上の都道府県に事務

所・事業所がある法人の所得 

６．７％ ７．０％ 

特別法人 

 

協同組合、信用金

庫、医療法人など 

所得のうち年400万円以下の金額 ３．４％ ３．５％ 

所得のうち年400万円を超える金額 ４．６％ ４．９％ 

資本金の額又は出資金の額が1,000

万円以上で３以上の都道府県に事務

所・事業所がある法人の所得 

４．６％ ４．９％ 

２ 

電気供給業（一般送配電事業、送電

事業、配電事業※１、特定送配電事

業）、導管ガス供給業※２、保険業 

収入金額 ０．９％ １．０％ 

３ 

電気供給業 

発電事業、小

売電気事業、

特定卸供給事

業※１ 

 

 

外形標準課税法人 

普通法人 

(資本金１億円超) 

収入金額 ０．９％ １．０％ ０．７５％ 

付加価値額 ― ０．３７％ 

資本金等の額 ― ０．１５％ 

普通法人 

(資本金１億円以下) 

特別法人 

収入金額 ０．９％ １．０％ ０．７５％ 

所得金額 ― １．８５％ 

４ 特定ガス供給業※２ 

収入金額 ０．９％ １．０％ ０．４８％ 

付加価値額 ― ０．７７％ 

資本金等の額 ― ０．３２％ 

※１ 令和3年度改正において、電気供給業のうち配電事業及び特定卸供給事業に係る課税方式が定められました（R4.4.1以後終了事業年度から適用）。 

※２ 令和4年度改正において、ガス供給業のうち、特定ガス供給業を除く製造小売事業については普通法人と同様の課税方式となりました（R4.4.1以後開始事業年度から 

適用）。 

法人県民税 

法人事業税 



 

 

 

課税標準 

税  率 

平成28年4月１日から令和元年9

月30日までに開始する事業年度 

令和元年10月1日以後に 

開始する事業年度 

外形標準課税法人（資本金１億円超の普通法人）の法人事業税所得割額 ４１４．２％ 

廃止 外形標準課税法人以外の法人の法人事業税所得割額 
４３．２％ 

収入金額課税法人の法人事業税収入割額 

 
 
 

 

課税標準 法人等の区分 

税  率 

令和元年 10 月 1 日か

ら令和２年３月 31 日

までに開始する事業

年度 

令和２年４月１日か

ら令和４年３月 31 日

までに開始する事業

年度 

令和４年４月１

日以後に開始す

る事業年度 

法人事業税所得割額 

(発電事業、小売電気事

業、特定卸供給事業※１

に係る所得割額を除く)  

外形標準課税法人（資本金１億円超の普通法人） ２６０．０％ 

外形標準課税法人以外の普通法人   ３７．０％ 

外形標準課税法人以外の特別法人   ３４．５％ 

法人事業税収入割額 

電気供給業（一般送配電事業、送電事業、配電事

業※１、特定送配電事業）、導管ガス供給業※２、

保険業を行う収入金額課税法人 

 ３０．０％ 

電気供給業（発電事業、小売電気事業、特定卸供

給事業※１）を行う収入金額課税法人 
３０．０％  ４０．０％ 

特定ガス供給業※２を行う収入金額課税法人 ３０．０％ ６２．５％ 

 
 

●令和５年度税制改正に係る主な税制措置について 

 
 
     

令和６年１月１日以後に提出期限が到来する申告書の、期限後申告等に係る加算金制度が、下記①②のとおり 

改正となりました。 

① 高額な不申告に対する不申告加算金の割合の引き上げ  

不申告加算金について、納付すべき税額が300 万円を超える部分に対する割合が、20％から30％に引き 

上げられました。 

② 一定期間繰り返し行われる不申告行為に対する不申告加算金等の加重措置の整備  

不申告加算金、重加算金の10％加重の対象要件に「期限後申告、修正申告（※１）、更正、決定があった 

場合において、当該期限後申告等に係る地方税の、前年度及び前々年度の当該地方税の属する税目について 

不申告加算金（※１）又は重加算金（※２）に係る決定をすべきと認める場合」が追加されました。 

（※１）更正又は決定があるべきことを予知してされたもの。 

（※２）不申告加算金に代えて課されるもの。 

 

 
   
 

名    称 所 在 地 電話番号 ﾌｧｸｼﾐﾘ番号 

東部県税事務所 事業税担当 〒680-0061鳥取市立川町6丁目176 0857-20-3515 0857-20-3519 

中部県税事務所 事業税担当 〒682-0802倉吉市東巌城町2 0858-23-3109 0858-23-3118 

西部県税事務所 事業税担当 〒683-0054米子市糀町1丁目160 0859-31-9626 0859-31-9613 

県庁 税務課 課税担当 〒680-8570鳥取市東町１丁目220 0857-26-7054 0857-26-7087 

※ 鳥取県内に本店が所在する外形標準課税対象法人及び収入金課税法人は、上記にかかわらず東部県税事務所が所管します。 

特別法人事業税 

● お問い合わせ先 

地方法人特別税 

   加算金制度の見直し  


